
1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

取組方針の適時適切な見直しや、契約に関する制度設計の具体策を契約審議会に諮り、長野県の契約に関する条例の基本理念の実現
を進めていく。

 概算事業費（B（A）+C） 0 51,176 51,083 52,067

目標に対
する成果
の状況

契約審議会の意見をもとに次のことを実施し、契約条例の理念の実現を促進させた。
・最低制限価格制度の導入、拡大をしたことにより、総合的に優れた契約の締結が促進した。
・県産品利用促進の入札制度についての方向性を検討したことにより、県の施策推進に寄与した。
・建設工事において、入札制度の改定を進めたことにより、経営の安定と労働環境の整備が一体的に進んだ。
・取組方針の見直しに着手し、契約条例の具体化が促進された。
入札制度等の先進自治体の事例を研修し、入札制度の制度設計を行った。

概　算
人件費

1,628 1,427

49,548 49,656 49,656

6.00 6.00 6.00

0

0 0 0 0

Aの
財源

2,039 2,422 2,411

2,422 2,411 目標 成果 達成状況

合計（A) 0 2,039 2,422 2,411

補正予算

2,422 1,427 2,411

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 25年度 26年度 27年度 28年度 成果目標の達成状況

予
算
額

前年度繰越
項目

H26末
（実績）

Ｈ27 H28
目標当初予算 2,039

・入札・契約制度の活用について、先進自治体の事例を研究するとともに、行政目的の実現に効果的な施策を検討、試行する。
・県の契約に関する取組方針の見直しを行う。

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H27事業実績
H27 H28

（当初） （決算）

入札・契約制度研究経費 負担金 入札制度等の研修受講 70 70 70

（当初）

長野県契約審議会運営経費 直接
契約に関する取組方針の見直しに関する事項及び入
札・契約制度の活用に関する事項などについての審
議４回、説明請求審議２回

2,352 1,357 2,341

合計

目指す姿
長野県の契約に関する条例に基づき、契約制度の公正かつ適切な運用を図りつつ、県の一定の行政目的を実現するため、契約制度の
企画・調整を図る。

現状
（予算編成

時）

長野県の契約に関する条例に基づき、条例の理念を踏まえた契約の締結及び履行の確保をするため県が取り組むべき方針（取組方針）
を、長野県契約審議会に意見を求め、策定した。

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）
【左記の説明、根拠法令等】

・長野県の契約に関する条例
・公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律
・公共工事の品質確保の促進に関する法律
・建設業法

県民との協働による実施： 実施は困難

実施期間 平成26年 ～

課・室 契約・検査課

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail keiyaku-kensa@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

事業番号 12 02 01 事業改善シート （27年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 契約制度企画調整事業費 担
当
課

部局 会計局


